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従業員様のニーズ

確定給付型の
企業年⾦制度のみ退職⼀時⾦制度のみ退職給付制度なし

公的年⾦制度の⾒直しが進む中、企業に
退職給付制度がない場合、優秀な⼈材の
確保が難しくなる可能性があります。

退職⼀時⾦制度では、給与の上昇・退職
者の増加などによって、資⾦負担の増加に
つながる場合があります。
また、年⾦受取などの個⼈のライフスタイル
に応じた⽼後資⾦の受取り⽅が選択できま
せん。

確定給付型の企業年⾦では、運⽤環境の
低迷などにより積⽴不⾜が発⽣し、掛⾦の
追加拠出につながる場合があります。
また、ポータビリティの選択肢が狭いため、優
秀な⼈材の確保が難しくなる可能性があり
ます。

つなぎ年⾦の必要性

無年⾦期間(60〜65歳)の補完

成果主義との連動

年功要素の圧縮、廃⽌

ポータビリティの確保

離転職時の持運び

ライフスタイルの多様性

⽼後の受取りニーズへの対応

福利厚⽣制度の充実 資⾦負担の平準化
積⽴不⾜の回避

優秀な⼈材の確保 掛⾦の損⾦算⼊
掛⾦の安定化

優秀な⼈材の確保

対応の
ポイント

事業主様が将来の受取額を約束する確定給付
型の制度と異なり､積⽴不⾜は発⽣せず、事業
主様による追加拠出は起こりません(退職給付
債務の対象にもなりません)｡

職務成果型の制度設計が可能です。また、中
途⼊社の⽅にとっても､それまで積⽴ててきた年
⾦資⾦を移して運⽤を続けることができます(ポー
タビリティ)。

退職事由の如何に関わらず､勤続３年以上の
⽅の資産は個⼈に帰属するため､受給権が明確
です(事業主様に返還させることはできません)。

無年⾦期間の補完など、⽼後の受取りニーズへ
の対応が可能です。

確定給付企業年⾦や退職⼀時⾦(退職⼿当)
などからの資産移換は⾮課税です｡毎⽉の掛⾦
もすべて損⾦に算⼊されます｡

従業員様にとっては､掛⾦の拠出時､積⽴⾦の
運⽤時､給付の受取時に税制優遇措置が適⽤
されます（年⾦資産は特別法⼈税の対象となり
ますが、2017年3⽉末まで課税凍結中です）。

退職給付制度を取巻く課題

確定拠出年⾦は､あらかじめ定めた掛⾦を事業主様が毎⽉拠出し､
従業員様⾃⾝が⾏った運⽤の成果を原則60歳以降に受取る制度です｡

積⽴不⾜が発⽣しない
(掛⾦の追加拠出が⽣じない) 従業員様のニーズへの補完

既存制度からの
資産移換は⾮課税、

掛⾦は損⾦算⼊

対応の
ポイント

対応の
ポイント
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様々な理由で、移⾏・導⼊に踏み切れないことも・・・

そこで

貴社に合った制度設計が可能

⾼品質なご加⼊者サポートを提供

「京銀・ニッセイ総合型401ｋ年⾦プラン」は、
地元で幅広いお取引きを持つ京都銀⾏と、

確定拠出年⾦分野において、豊富な受託実績と充実したサービスを誇る⽇本⽣命が、
互いの強みを最⼤限活かしたプランです。

導⼊・運営費⽤の低価格化を実現

導⼊⼿続きの煩雑さを⼤幅に軽減
〜 規約作成や⾏政折衝の必要がありません 〜

〜 費⽤が通常プラン＊に⽐べ割安です 〜

〜 掛⾦などを柔軟に設定できます 〜

〜 オーダーメイド型で提供するものと同様のサービスを提供いたします 〜

特⻑ 2

特⻑ 1

特⻑ 3

特⻑ 4

充実した事業主様サポートを提供特⻑ 5 〜 事務負荷を軽減するためにサポートいたします 〜

将来の積⽴不⾜が発⽣せず、
費⽤予測が容易である点は

メリットだが、

「制度運営費⽤が⼼配だ･･･」

確定給付企業年⾦等から
⾮課税で移⾏(資産移換)

できる点はメリットだが、

個⼈ごとの資産内容が明確で
資産の持運びが可能
である点はメリットだが、

「従業員は理解できるだろうか･･･ 」 「移⾏･導⼊⼿続きが⾯倒そうだ･･･ 」

＊１社ごとに導⼊するオーダーメイド型の⽇本⽣命「アンバンドルプラン」

しかし



京銀・ニッセイ総合型401k年⾦プランをおすすめする理由

3

特⻑ 1

単独で導⼊する場合に⽐べ、

単独導⼊の場合、⾃社の年⾦規約作成、運⽤商品の検討、承認申請準備など、約６カ⽉かけて
⼿続きや対応を⾏うこととなりますが、当プランなら短期間・少ない実務負荷で導⼊が可能です。

京銀・ニッセイ
総合型401k年⾦プラン

単独導⼊の通常プラン

導⼊決定 制度
スタート

運営管理機関
資産管理機関
の検討・決定

運⽤商品の
検討・決定

従業員教育
の実施

制度内容決定
年⾦規約作成
（労使合意）

年⾦規約の
承認申請

導⼊決定
各社別項⽬
の内容決定

（労使合意）
従業員教育

の実施

年⾦規約
変更の

承認申請
（企業追加）

約６カ⽉以上

約４カ⽉

上記の導⼊⼿続き簡略化のほか、導⼊・運営の各ステップで、貴社の負担を軽減する
サポートサービスを提供いたします。
●豊富なノウハウを持つ各種コンサルティング、シミュレーションサービス

以下のシミュレーションを無料で提供いたします。

●専⽤フリーダイヤルによる事務サポート
●定期的な運⽤レポートやインターネットによるプラン状況等の各種事業主様向け情報提供 など

「制度設計シミュレーション」･･･制度設計⼿法の考え⽅、貴社モデルに基づく掛⾦計算・モデル積⽴⾦等の提⽰

制度
スタート

現⾏制度の
⾒直し

・
確定拠出年⾦
導⼊の検討

現⾏制度の
⾒直し

・
確定拠出年⾦
導⼊の検討

導⼊⼿続きを簡略化！
導⼊までの期間を短縮！
単独導⼊の場合に⽐べ、制度
スタートまでのスケジュールが短縮
できます。
約４カ⽉間で制度をスタート
することができます。

年⾦規約作成に伴う⾏政
折衝が無く、実務負荷が
⼤幅に減少！
(年⾦規約変更の承認申請は⽇本⽣命が代⾏)
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特⻑

単独で導⼊する場合に⽐べ、

複数の企業が⼀つの年⾦規約に任意に参加する「総合型」の運営形態をとり、
当プラン専⽤の事務フローを構築することで、単独導⼊の場合に⽐べ安い⼿数料を実現いたしました。

「京都銀⾏」と「⽇本⽣命」が運⽤商品を提供し、確定拠出年⾦分野において、豊富な受託実績
を持つ「⽇本⽣命」が制度運営を担当する⾝近で安⼼なプランです。

【⼿数料イメージ（導⼊初年度⼿数料）】

50名加⼊の場合 導⼊初年度 約57万円
翌年度以降 年間約31万円

100名加⼊の場合 導⼊初年度 約96万円
翌年度以降 年間約57万円

200名加⼊の場合 導⼊初年度 約175万円
翌年度以降 年間約109万円

導⼊初年度⼿数料が
約20％*1〜約40％*2低減

＊1 200名加⼊
＊2 50名加⼊
※資産管理⼿数料を除く

京銀・ニッセイ
総合型401k年⾦プラン

導⼊時⼿数料
導⼊時⼿数料

ランニング⼿数料

ランニング⼿数料

【京銀・ニッセイ総合型401k年⾦プラン運営イメージ】

京銀・ニッセイ
総合型401k年⾦プラン
年⾦規約参加事業所

Ａ社

Ｂ社

Ｃ社

貴社
・

従業員様
（ご加⼊者）

制度設計

年⾦規約作成・承認申請

加⼊者管理(レコードキーピング)＊1

従業員教育

コールセンター・インターネット

運営管理機関
［⽇本⽣命］

資産管理機関
三井住友信託銀⾏、⽇本トラスティ・サービス信託銀⾏

⽇本⽣命

京都銀⾏

運⽤商品
提供機関

＊1 ⼀部業務を⽇本レコード・キーピング・ネットワーク株式会社に再委託いたします

導
⼊
・
運
営
サ
ポ
ー
ト

当プラン
独⾃の

商品選定

運⽤指図

各種商品契約

従業員規模や
業種にかかわらず、

加⼊可能

Ｒ社

Ｓ社

Ｔ社
・
・
・

単独導⼊の場合
オーダーメイド型の

⽇本⽣命
「アンバンドルプラン」

※消費税を除く
※従業員教育説明会を50名につき1回開催として算出
※翌年度以降の⾦額は、ご加⼊者の増減がなく、導⼊時と同じ

加⼊状況が続く場合の⾦額
(2016年1⽉現在)

2

＊2 資産管理機関の指定する三井住友信託銀⾏京都⽀店の普通預⾦⼝座を保有いただき、
DC拠出⾦引落⽤⼝座として設定する必要がございます

＊2
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特⻑

単独で導⼊する場合と同様

制度設計の鍵となる項⽬は、単独で導⼊する場合と同様に、貴社の事情にあわせた柔軟な設計が
可能です。

貴社で⾃由な
制度設計が可能
(導⼊後の変更も可能です)

●運⽤商品ラインナップ
カテゴリー 運⽤商品 商品提供会社

元本確保型

預⾦
京都銀⾏ 確定拠出年⾦定期預⾦（１年）

京都銀⾏
京都銀⾏ 確定拠出年⾦定期預⾦（５年）

保険
ニッセイ利率保証年⾦(5年保証/⽇々設定)

⽇本⽣命保険
ニッセイ利率保証年⾦(10年保証/⽇々設定)

国内債券 インデックス DCニッセイ国内債券インデックス ニッセイアセットマネジメント

外国債券
インデックス ステート・ストリートDC外国債券インデックス・オープン ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ

アクティブ ＤＣガリレオ ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント

国内株式

インデックス
ニッセイTOPIXオープン ニッセイアセットマネジメント

インデックスファンド２２５（⽇本株式）「ＤＣ ２２５」 ⽇興アセットマネジメント

アクティブ

ニッセイ⽇本株ファンド ニッセイアセットマネジメント

ＤＣ・ダイワ・バリュー株・オープン「ＤＣ底⼒」 ⼤和証券投資信託委託

フィデリティ・⽇本成⻑株・ファンド フィデリティ投信

外国株式
インデックス ステート・ストリートDC外国株式インデックス・オープン ステート・ストリート・グローバル・アドバイザーズ

アクティブ DCニッセイ/パトナム・グローバル・コア株式 ニッセイアセットマネジメント

バランス アクティブ

ＤＣニッセイ／パトナム・グローバルバランス（債券重視型）
「ゆめ計画３０(確定拠出年⾦）」

ニッセイアセットマネジメントＤＣニッセイ／パトナム・グローバルバランス（標準型）
「ゆめ計画５０（確定拠出年⾦）」
ＤＣニッセイ／パトナム・グローバルバランス（株式重視型）
「ゆめ計画７０（確定拠出年⾦）」

※上記の名称等は2016年1⽉現在のものです。

●受取⽅法
●確定年⾦(5年・10年・15年・20年) ●終⾝年⾦(保証期間10年・15年) ●分割払年⾦(5年・10年・15年・20年)
●全額⼀時⾦ ●⼀部⼀時⾦(75%・50%・25%の指定が可能)

＜ 年 ⾦ 受 取 り ＞
＜⼀時⾦受取り＞

主な項⽬ 内容

加⼊対象者 ⼀部の従業員様(役員、パートスタッフ等)を加⼊対象外とする取扱いも可能です
(最終的には、厚⽣局の判断により制約を受けることがあります）

掛⾦算定⽅法 ご加⼊者全員⼀定額または給与等の⼀定率で掛⾦が設定可能です
(⼀定額の場合の掛⾦は5,000円以上であること等、⼀定の条件があります)

掛⾦の拠出中断
掛⾦停⽌期間を設けることも可能です
(最終的には、厚⽣局の判断により制約を受けることがあります)
(掛⾦停⽌期間中も資産管理⼿数料(100円＊)はご負担いただきます)

勤続3年未満の⽅が退職した際の
事業主様への資産返還

事業主様への資産返還を設定することが可能です
(会社都合は除く、休職・育児休業期間も勤続年数に含める等、最終的には、
厚⽣局の判断により制約を受けることがあります)

他の制度からの資産移換 確定給付企業年⾦や退職⼀時⾦(退職⼿当)等からの資産移換が可能です

マッチング拠出 事業主掛⾦に上乗せしてご加⼊者が掛⾦を拠出することが可能です

選択制DC 給与（賞与）の⼀部を再構築した「前払退職⾦」との選択制とすることが可能で
す

＊消費税を除く

3
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特⻑

単独で導⼊する場合と同様

制度から運⽤商品、お⼿続きまでを1セットにまとめた教育テキスト集

⾃社講師によるカスタマイズ運営の説明会

制度と商品の基本的な知識を収録した教育DVD/ビデオ

ご加⼊者に必要な知識が、テキスト集（「確定拠出年⾦ガイド」「投資の基礎知識」
「ユーザーズガイド」 「確定拠出年⾦のはなし」「プラン概要書」「運⽤商品ガイド」
「運⽤商品実績資料」）にわかりやすくまとめられております。

社外FPなどに外部委託せず経験豊富な⾃社講師で運営するため、説明会の開催⽇程、
開催場所だけでなく、事業主様のご要望に応じた内容の説明会を開催することが可能です。

制度導⼊時だけでなく、その後の新⼊社員の⽅への制度説明としてもご利⽤いただくことが
できます。

導⼊時 〜加⼊に必要な知識レベルの確保〜

加⼊者教育のコース 説明会プログラム(例)

貴社の制度改正内容説明
講師による説明

・⽇本の年⾦制度の概要
・確定拠出年⾦制度の概要
・投資の基礎知識
・各⾦融商品の特徴
・具体的な⼿続き、サポートメニュー 等

質疑応答

以下の組合せからお選びいただくことができます

Ａコース 「テキスト集」と「説明会」

Ｂコース 「テキスト集」と「説明会＋教育DVD/ビデオ」

Ｃコース 「テキスト集」と「教育DVD/ビデオ」

制度導⼊時におけるテキスト集の提供やセミナー開催(またはDVD/ビデオでの教育)を⽇本⽣命が
⾏い、ご加⼊者をサポートいたします。

≪ご参考 導⼊時の「ニッセイ確定拠出年⾦インターネット」を利⽤したペーパーレス事務≫
従業員様の加⼊登録および運⽤商品選択において、帳票ではなく「ニッセイ確定拠出年⾦インターネット」を利⽤して
お⼿続きいただくことができます (帳票の不備を起因とする事業主様とご加⼊者の負担を軽減することができます）。

ニッセイ確定拠出年⾦
インターネット 事業主様専⽤Web画⾯ 運営管理機関

⾃
動
集
計

デ
ー
タ
伝
送

4
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特⻑

貴社の状況に合わせた、継続教育ツールを⽇本⽣命が提供いたします。

マネーコンパス 確定拠出年⾦フォローアップマガジン

継続教育DVD DCパーソナルレポート DCマスター

標準(無料)サービス

オプション(有料)サービス

確定拠出年⾦や資産運
⽤についての基本的な知
識をコンパクトにまとめた定
期刊⾏誌です。

様々な継続教育メニューの中から、貴社の状況・ご希望に合わせたメニューを選択していただくことができます。

ご加⼊者の知識習得のために定期的に情報を無料提供いたします。
定期刊⾏誌「マネーコンパス」とWebコンテンツ「確定拠出年⾦フォローアップマガジン」をそれぞれ四半期に⼀回ずつ提供いたします。

制度内容や投資など、
企業の担当者様から
ご要望の多い内容を
まとめた汎⽤性のある
DVDです。

確定拠出年⾦や投資の基礎
知識に関する理解度を確認
できるクイズやファイナンシャル
プランナーによる情報提供など
を含んだアニメーション形式の
コンテンツです。

ご加⼊者の個⼈ごと
に運⽤状況をまとめた
レポートです。ご加⼊
者にご⾃⾝の運⽤状
況を知っていただくこと
で制度への関⼼・理
解を⾼めるきっかけを
作ることができます。

制度から投資、⼿続
きまで幅広い内容を
網羅したパンフレット
です。マンガを多⽤す
ることでご加⼊者に理
解していただきやすい
よう⼯夫しております。

導⼊後 〜継続的な教育・情報提供〜

事業主様のニーズに沿った様々な継続教育ツールを提供

DC
パーソナル
レポート

ｅラーニング

継続教育
DVD

社内教育
パック

マネーコンパス
・

確定拠出年⾦
フォローアップ

マガジン

DCマスター
(個⼈向け冊⼦)

WEBセミナー

講師派遣
⾃主学習形式

セミナー形式⼤

⾼コスト・負荷

効
果

単独で導⼊する場合と同様
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京銀・ニッセイ総合型401k年⾦プランをおすすめする理由
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特⻑

通話料無料でご利⽤いただくことができる「五つ星認証」取得のコールセンターと、
使いやすい機能豊富なインターネットを⽇本⽣命からご提供し、ご加⼊者をサポートいたします。

トップ画⾯で資産状況がすぐ分かる、便利なマイページ機能

充実したシミュレーション機能

“ご加⼊者の⽣の声”を活かしたＱ＆Ａ集

携帯電話・スマートフォンからも残⾼照会・お取引きが可能

「使いやすさ」と「豊富なメニュー・機能」でご加⼊者をサポート

ログイン後のトップページは、個⼈の「総資産評価額」や「評価損益」 が表⽰される
「本⼈専⽤ページ」となります。

将来受取額試算、公的年⾦受取額試算、⽣涯収⽀グラフ、ライフイベント年表、
利率シミュレーション、運⽤スタイル診断などの多彩な機能を搭載しております。

加⼊者説明会やコールセンターで実際にあったご質問(“ご加⼊者の⽣の声”)を集約
したＱ＆Ａ集です。

普段お使いの携帯電話・スマートフォンから残⾼照会やお取引きを⾏っていただくこと
ができます。

単独で導⼊する場合と同様

2013年5⽉、確定拠出年⾦業界初の「五つ星認証」を取得

ご照会等が1カ所で完結

通話料無料で、⼟・⽇曜⽇も専⾨オペレーターが丁寧にご案内

充実したサービス体制でご加⼊者をサポート

「五つ星認証」とは、サポートサービス業界の国際機関であるＨＤＩ(ヘルプデスク協会)の⽇本法⼈「HDI-Japan」が提供する
「五つ星認証プログラム」において、以下の２つの評価を取得した場合に認定される制度です。

①問合せ窓⼝格付「三つ星格付」 顧客視点で電話応対を評価

②「サポートセンター認証」 コールセンターのマネジメント・業務プロセスを評価

ご照会・ご相談・お⼿続きが1カ所で完結する、ご加⼊者にとって利便性の⾼い確定拠出年⾦専⽤のコールセンターです。

⾃動⾳声によるご案内は24時間受付けております(メンテナンス期間を除き、年中無休)。
オペレーターによるご案内は⽉〜⾦曜⽇は9時から20時まで、⼟・⽇曜⽇は9時から17時まで受付けております（祝⽇、振替
休⽇、年末年始などを除く)。

ＨＤＩ(Help Desk Institute  ヘルプデスク協会)について
1989年に⽶国で設⽴。顧客サポートサービスについての世界最⼤のメンバーシップ団体で、国際サポート基準や国際認定プログラ
ムなどを提供。フォーチュン500社の90%が会員であり、世界40カ国以上で活動。⽇本ではHDI-Japanとして活動を実施。
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京銀・ニッセイ総合型401k年⾦プランをおすすめする理由

9

特⻑

すべての照会窓⼝を⽇本⽣命が担当し、これまでに培った豊富なノウハウを活かして、
制度導⼊前から事業主様の事務負荷を軽減するためにサポートいたします。

事務担当者様専⽤フリーダイヤルを設置

⽇本⽣命の事務専⾨スタッフによる事業主様サポート

「事業主様専⽤Web」を活⽤した事業主様サポート

ペーパーレスによる事務負荷の軽減

プランの運営状況・ご加⼊者の運⽤状況の把握

各種情報提供サービス

⽉次更新で提供する「プランモニタリングレポート」で、ご加⼊者の運⽤商品選択状況・利回り分布やお⼿続き(スイッチング)状況、
サポートサービス(コールセンター・Web)利⽤状況などを確認していただくことができます。

制度導⼊時は、従業員様の加⼊登録および運⽤商品選択に帳票ではなくＷｅｂを活⽤することで、事業主様の取りまとめの負
荷を軽減することができます(イメージはP.６下段に記載しております）。

制度導⼊後は、「事業主様専⽤Web」にあるデータ伝送機能を活⽤することで、⾼いセキュリティのもと、各種異動⼿続きをデータ
で⾏うことができます。

確定拠出年⾦の事務専⾨組織を設置。⽇本⽣命が受託する企業年⾦での経験・ノウハウを活かし、万全のサポートを⾏います
(⽉〜⾦曜⽇の9時から17時まで受付、⼟・⽇曜⽇、祝⽇、振替休⽇、年末年始などを除く)。

単独で導⼊する場合と同様

法令改正の動向や新サービスのご案内等を記載した「DC通信」を発信いたします。

＜「DC通信」の内容の⼀部＞
・継続教育⽤ツール「DCパーソナルレポート」のお申込みのご案内について
・企業型年⾦の掛⾦拠出限度額引上げに伴う影響と対応について
・よくあるＱ＆Ａ・よくある不備について
・「確定拠出年⾦事務説明会」のご案内について

など

5
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《必ずご確認ください》

原則として、６０歳＊になるまで給付⾦を受取ることはできず、途中引出しもできません。また、６０歳時点での確定
拠出年⾦の通算加⼊者等期間が１０年に満たない場合には、通算加⼊者等期間に応じ、受取り開始時期が遅れ
ます。
(＊規約に定める資格喪失年齢が６１歳以上の場合は、資格喪失年齢到達もしくは６０歳以上での退職⽇以降となります。)

掛⾦は、毎⽉所定の⽇までにお払込みいただくことが必要です。複数⽉分の掛⾦をまとめて払込むこと（前納・後納
等）は法令上できません。
貴社で雇⽤する６０歳未満の厚⽣年⾦保険被保険者全員の加⼊が原則となります。⼀部の従業員様を加⼊者か

ら除くことも可能ですが、同等の代替制度が必要となる場合があります。（⼀部の従業員様を除く場合は、規約に定
めることが必要であり、地⽅厚⽣⽀局⻑の承認が必要となります。）
勤続３年以上の⽅の年⾦資産は、いかなる場合でも事業主様へ返還させることはできません。
確定拠出年⾦は、ご加⼊者に⾃⼰責任を求める制度であり、運⽤の結果はご加⼊者個⼈に帰属いたします。このた

め、事業主様には法令上、ご加⼊者への確定拠出年⾦制度の周知徹底および投資教育が義務付けられております。
制度変更を⾏う場合には、改めて従業員様の過半数代表者の同意をとり、当局への承認申請が必要となります。
運⽤している資産を現⾦化しなければならない場合があります。（従業員様が離転職する場合や事業主様が運営

管理機関・資産管理機関を変更する場合など）
運⽤商品は、当プラン向けに選定しておりますので、事業主様ごとに追加・削除することはできません。
当プランの運営管理業務は、貴社との委託契約に基づき、⽇本⽣命保険相互会社が提供いたします。（⼀部を⽇

本レコード・キーピング・ネットワーク株式会社へ再委託いたします。）また、資産管理業務は、貴社との契約に基づき、
三井住友信託銀⾏株式会社および⽇本トラスティ・サービス信託銀⾏株式会社が提供いたします。
京都銀⾏と⽇本⽣命は、貴社の同意に基づき、貴社から開⽰された情報を共有し、貴社への退職⾦・企業年⾦コン

サルティングおよび提案のためのみに使⽤いたします。

本資料は、２０１６年1⽉時点において信頼できる情報に基づいて作成されたものですが、その情報の確実性を保証
するものではありません。また、本資料の記載内容は、今後の法制、税制、⾦融情勢および社会情勢等の変化により変
更が⽣じる可能性があります。

確定拠出年⾦導⼊ご検討の際には、制度の仕組みや特徴に加え、以下の留意点についても⼗分
ご理解いただいたうえで、導⼊判断や各種お⼿続きを進めてくださいますようお願い申しあげます。

〒600-8652 京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町
700番地

http://www.kyotobank.co.jp/

本 店：〒541-8501 ⼤阪市中央区今橋3-5-12
東京本部：〒100-8288 東京都千代⽥区丸の内1-6-6

⽇本-DC基-201602-752-A


